









































































































































































































































































































計 101 0 41 0 30 1
串エコーウイルス30型
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と考えられた．
　当所における2000年度以降のインフルエンザウイルス
の分離状況を表2に示すが，この3年間は流行が終息する
のは5月以降であった．また昨年度からは，4月以降に流
行のピークが現れていることから，ウイルスの変異や気候
の変化が原因と考えられがちである．しかし，このような
現象は1980年代にもしばしば見られており4－8），いずれの
場合も春先の流行は1シーズン中2回目以降のもので，冬
季に比べ小規模であった．また，現在までにインフルエン
ザウイルスの温度感受性に関する変異の報告はない．この
ため，2007年春のインフルエンザの流行は，冬季に流行
していた別の型のウイルスによる流行の終息が遅れたこと
が原因の一つとして考えられた．他の原因の有無に関して
は，今後の動向から考察する必要がある．
　インフルエンザウイルス以外のウイルスについては，3
月に採取された検体より，エンテロウイルスに属するエ
コーウイルス30型が1株分離された．
　ヒト感受性調査では，ヒト血清中のインフルエンザウイ
ルスHI抗体価の測定を行った．
　各年齢層における40倍以上のHI抗体保有率（40倍以
上で感染防御能があるとされる）を図1に示す．
　Aソ連型（A／ニューカレドニア抗原）に対するHI抗
体保有率は，前年度2）に比べ0～4歳及び5～9歳のみで
上昇が見られたが，それ以外の年齢層では低下した．この
抗原は2000年度より本事業及びワクチンに連続して使用
され続けている株由来であることから，抗体保有率低下の
原因は不明であり，これを解明するにはさらに詳細な解析
が必要である．
　A香港型（A／広島抗原）に対しては，5～9歳で80％，
10～14歳で52％の抗体保有率であったが，それ以外の年
齢層ではいずれも40％以下であった．近年，この型のウ
イルスによる流行は毎年起こっているが，前年度2）に比べ
全体的に低い抗体保有率となった．これは今回使用した標
準抗原が前年度に使用した抗原（A／ニューヨーク／55／
2004（H3N2）；以下A／ニューヨーク）と異なる株で
あったためと考えられる．
　B／上海抗原に対するHI抗体保有率は昨年度と同様全
体的に高く，すべての年齢層で50％以上であり，特に19
表2　当所における2000年度以降の
　　　インフルエンザウイルスの分離状況
歳以下の年齢層ではいずれも80％を超えた．これは，
2005年度の流行が影響しているものと考えられる．
　B／マレーシア抗原に対するHI抗体保有率は全年齢層
で低く，30歳代と40歳代以外はすべて20％以下であった．
昨年の5月以降にヴィクトリア系統ウイルスによる小流行
があったが，抗体保有率の上昇には至らなかったものと思
われる．これは，冬季の流行時に比べ患者数が少なく，地
域差もあったことが原因と考えられる．国立感染症研究所
インフルエンザ流行レベルマップによると，2006年5～7
月の間に警報または注意報が出されたのは，紋別（5／1～
5／7），釧路（5／1～6／4），富良野（5／1～5／7，6／5～6／11），
根室（5／15～7／2），小樽市（5／22～5／28），留萌（6／5～6／
11），宗谷（6／26～7／2）の7保健所管内のみ9）であり，こ
の時期の流行が小さく限局的であったことが示唆される．
　新型インフルエンザウイルスを想定した感染源調査では，
2006年度は20検体について実施したが，ウイルスは分離
されなかった．
　厚生労働省のインフルエンザ様疾患発生報告（週報）に
よると，2006年秋～2007年春のインフルエンザ様疾患患
者数（2007年6月16日現在）は，全国では387，516人10）
であり，また北海道においては54，452人であった．今年
度は全国の患者数に占める北海道の割合は14．1％で，前
年度（14．7％）に比べわずかに低下した．これは過去25
年間の平均（18．8％）と比べても低い値であり，また患者
数も25年間の平均（92，392名）の6割以下であった．
　近年は，以前よく見られた10万人規模の患者発生がな
く，中小規模の流行が続いている．このため2000年度以
降における患者数の平均を求めたところ，約54，000人と
なり，2006年度の患者数とほぼ一致した．これは，2006
年度の流行が2000年以前を含めて考えると小規模となる
が，2000年以降で比較すると平均的水準であったことを
示唆する．このことは，予防接種率の向上を始め，抗イン
フルエンザ薬による早期治療及び啓発活動などが奏功して
いるものと考えられる．
　インフルエンザ対策は行政の重要な役割の一つであり，
今後も適切な情報を広報誌，広告媒体，ホームページなど
により公開することが，流行抑制にとって重要である．本
調査研究はこの基礎資料となり，また，世界的規模での大
流行が懸念される新型ウイルスの発生防止及び迅速な対応
にも役立つと思われる．
年度 当所で分離されたウイルス 分離月
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
AHIN1，　AH3N2
AHIN1，　AH3N2AH3N2
AH3N2，　B
AH3N2，　B
AHIN1，　AH3N2，　B
AH3N2，　B
2～4
2～3
12～2
11～3
1～6
12～6
1～6
　稿を終えるにあたり，検体採取にご協力いただきました
北海道保健福祉部保健医療局健康推進課及び道立保健所の
方々，定点医療機関の諸先生，市立札幌病院感染症科滝沢
慶彦部長ならびに八雲食肉検査事務所の皆様に深謝します．
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